
一般会計予算一般会計予算
1,244億円1,244億円
[前年度９月補正後比9.3㌫増][前年度９月補正後比9.3㌫増]

　財政調整基金等の年度末残高　60億円

年度末残高
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　財政調整基金等の残高は、近年増加傾向となっていましたが、扶助費や
投資的経費の増などにより、財政調整基金の取崩しが前年度に比べて大幅
に増加したため、令和７年度末の残高見込みは約60億円となっています。

保健や衛生に
４万7,559円

道路などの整備に
５万3,936円

借金の返済などに
３万5,886円

歳　出
　人件費、扶助費、公債費で構成される義務的経費は、前年度比6.9㌫
増の702億5,696万円となっています。その主な要因は、教育・保育給
付費負担金や障害福祉サービス給付費の増などにより扶助費が増加した
ことによるものです。
　普通建設事業費は、危機管理センターや高機能消防指令センターなど
の整備費の増加により、34.6㌫増の170億7,298万円となっ
ています。
　詳しくは、市ホームページをご確認ください。

歳　入
　市税収入は、景気の緩やかな回復が期待されることや、定額減税によ
る個人市民税の減収の影響が少なくなることにより、前年度比 4.5㌫増
の432億4,617万円、地方交付税は国の交付税総額などを勘案し、1.0
㌫減の122億5,900万円、国庫支出金は児童手当支給費国庫負担金の
増加などに伴い、7.7㌫増の257億7,271万円、寄附金は、ふるさと応
援寄附金の増加を見込み、10.0㌫増の９億1,253万円、市債は危機管
理センター建設などに必要な投資の増などにより、47.4㌫増の153億
5,780万円を計上しています。

維持補修費
12億3,345万円
(1.0㌫ )[▲9.0㌫ ]

国庫支出金国庫支出金
257億7,271万円257億7,271万円
(20.7㌫ )[7.7㌫ ](20.7㌫ )[7.7㌫ ]
市が行う事業に対する国市が行う事業に対する国
からの負担金や補助金からの負担金や補助金

市債市債
153億5,780万円153億5,780万円
(12.3㌫ )[47.4㌫ ](12.3㌫ )[47.4㌫ ]地方交付税

122億5,900万円
(9.9㌫ )[▲1.0㌫ ]
市の財政力に応じて国
から交付されるお金

県支出金
99億1,745万円
(8.0㌫ )[7.4㌫ ]
市が行う事業に対す
る県からの負担金や
補助金	

地方消費税交付金
69億5,700万円
(5.6㌫ )[9.1㌫ ]

使用料及び手数料
14億2,849万円(1.1㌫)
[▲1.5㌫ ]諸収入

16億4,222万円
(1.3㌫ )[2.2㌫ ]

繰入金
35億1,084万円
(2.8㌫ )[104.0㌫ ]

その他その他
43億832万円43億832万円
(3.5㌫ )[▲12.0㌫ ](3.5㌫ )[▲12.0㌫ ]
分担金や負担金、地方分担金や負担金、地方
譲与税、寄附金など譲与税、寄附金など

人件費人件費
225億4,364万円225億4,364万円
(18.1㌫ )[2.5㌫ ](18.1㌫ )[2.5㌫ ]
職員の給与や議員・各種職員の給与や議員・各種
委員に対する報酬など委員に対する報酬など

扶助費扶助費
389億2,741万円389億2,741万円
(31.3㌫ )[11.1㌫ ](31.3㌫ )[11.1㌫ ]
生活保護など社会保障制生活保護など社会保障制
度の一環としての経費度の一環としての経費

投資的経費
171億298万円
(13.7㌫ )[34.5㌫ ]
道路・公園・学校な
どを整備する経費

公債費公債費
87億8,592万円	87億8,592万円	
(7.1㌫ )[0.5㌫ ](7.1㌫ )[0.5㌫ ]
借入金の返済などに充てる経費借入金の返済などに充てる経費

物件費物件費
137億7,703万円137億7,703万円
(11.1㌫ )[1.8㌫ ](11.1㌫ )[1.8㌫ ]
消耗品費・光熱水費などの消耗品費・光熱水費などの
物販調達のための経費物販調達のための経費

繰出金
84億7,469万円
(6.8㌫ )[0.7㌫ ]
他会計に支出する経費

その他
17億7,910万円
(1.4㌫ )[69.9㌫ ]
その他の支出

補助費等補助費等
117億7,578万円117億7,578万円
(9.5㌫ )[6.9㌫ ](9.5㌫ )[6.9㌫ ]
各種団体などへの負担金や各種団体などへの負担金や
補助金として支払う経費補助金として支払う経費

義務的経費
702億5,696万円
(56.5㌫ )[6.9㌫ ]

普通建設事業普通建設事業
170億7,298万円170億7,298万円
(13.7㌫ )[34.6㌫ ](13.7㌫ )[34.6㌫ ]

災害復旧事業
3,000万円
(0.0㌫ )[0.0㌫ ]

歳入
1,244億円

歳出
1,244億円

市税市税
432億4,617万円432億4,617万円
(34.8㌫ )[4.5㌫ ](34.8㌫ )[4.5㌫ ]
市民税や固定資産税、市民税や固定資産税、
たばこ税、軽自動車たばこ税、軽自動車
税など税など

　特別・企業会計予算　941億5,584万円

特
別
会
計

国 民 健 康
保 険 238億3,021万円  [▲0.8%] 土 地 取 得 ４億5,478万円 [▲7.7%]
食 肉
セ ン タ ー ２億1,605万円 [0.4%] 介 護 保 険 278億5,076万円 [2.0%]

奨 学 1,918万円 [▲16.3%] 後 期 高 齢
者 医 療 47億2,729万円 [2.8%]

企
業
会
計

中 央 卸 売
市 　 場 ７億164万円 [▲7.5%] 公 共

下 水 道 97億9,661万円 [4.1%]
商 業 観 光
施 　 設 ３億3,934万円 [▲22.0%] 旅 客 自 動

車 運 送 ６億1,446万円 [12.5%]

水 道 100億6,851万円 [8.4%] 市 民 病 院 155億3,702万円  [19.1%]

※目的別歳出の額を令和７年１月１日現在の人口で換算。

■主な使い道

社会福祉などに
23万5,694円

教育などに
３万9,993円

地域活動の推進などに
６万463円

消防・防災などに
１万9,705円

その他に
１万4,872円

（　）は構成比　［　］は前年度比

※�前年度は市長選挙後に６・９月補正
予算で新しい施策などを追加したた
め、９月補正後の予算（低所得者支
援及び定額減税補足給付金関連予算
を除く）と比較しています。

※各会計ごとに四捨五入しているため合計額は一致しない。

[前年度比4.5㌫増]

　地方債年度末残高   1,088億円

地方債の推移

■年度末残高　　　発行額
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　地方債残高は危機管理センターの建設など、大型事業の影響で大幅に
増加していますが、財政の健全度を判断する指標の１つである、公債費
の実質的な負担割合を示す実質公債費比率は着実に低下しています。

市民１人当たりに
使われるお金は!? 約50万8,108円

※計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しない場合があります。
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徳島市は、個人情報の取り扱いについては「個人情報の保護に関する法律」に基づき、適正な管理に努めています。 


